
　日本で原子力発電の商業利用が始まる
4年前の1962年から、最終処分をどう
するかの検討が行われてきました。その

結果、高レベル放射性廃棄物は「地層処分」
することが国で決定されました。地層処分は
原子力発電環境整備機構（NUMO）が主体と
なって進められます。
　地層処分ではガラス固化体を金属製容器
や緩衝材で覆い、地下300mより深い安定的
な地層中に埋設します。地下深くの岩盤内は
①酸素が少ないため錆びるなどの化学変化
が起きにくく、ものが変化しにくいので、埋設
物がそのままの状態であり続ける②地下水
の流れが遅いので、ものの動きが非常に遅い
③人間の生活環境や地上の自然環境から影響
を受けにくい　　といった利点があります。
　高レベル放射性廃棄物を地上の施設で管
理し続けるのは現実的ではありません。最終
処分は、人間の生活環境から十分に離れ、
自然災害など外部からの影響を受けにくい
場所で、また将来世代に管理の負担をできる
限り残さない方法で行うことが重要です。
　こうした条件を踏まえ、宇宙や海底への
処分などさまざまな方法が検討されてきま
したが、現在では地層処分が最適な方法で
あるという認識が世界的に共有されています。
実際に、地層処分の処分場建設が始まって
いるフィンランドなど、日本より先行して
進んでいる国もあります。
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　日本原燃の使用済燃料再処理工場（青森県六ケ所村）は、7月29日に原子力
規制委員会から「事業変更許可」を交付されました。原子力施設の新規制基準
について適合性審査を受け、合格したことになります。これを踏まえて8月に
は工場の竣工時期を従来計画から1年延期し、2022年度上期としました。
今後は竣工に向け、安全性向上対策工事などに引き続き取り組んでいくこと
となります。電気事業連合会をはじめ、全国の電力事業者は一体となって日本
原燃を支援するとともに、プルサーマルの推進についても関係事業者間で
連携しながら、より一層取り組みを加速してまいります。

　資源に乏しい我が国では、原子力発電
は今後とも重要なベースロード電源と
して活用していく必要があり、原子燃料
サイクルは、ウラン資源の有効活用、廃棄
物の減容、有害度低減などの観点から
極めて重要です。
　六ケ所再処理工場は、原子力発電に
使った使用済燃料から、燃料として再利用
できるウランやプルトニウムを取り出す
施設です。原子燃料をリサイクルして効率

的に使用する「原子燃料サイクル」の中核
を担います。
　2013年12月に核燃料施設の新規制
基準が施行され、日本原燃は2014年1月
に再処理工場の事業変更許可を申請。
その後約6年半の審査を経ての合格と
なりました。原子力発電所と異なり国内
に一つしかない施設のため、慎重に審査
が進められました。

原子燃料サイクルの概念
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追加の安全性向上対策

　六ケ所再処理工場では、さまざまな追加の
安全性向上対策を実施します。
　地震・津波対策では、最新の調査結果を
踏まえ、基準地震動を従来の450ガルから
700ガルに見直しました。これを受けて、工場
内の配管など多数の設備に耐震補強を行い
ます。津波については、工場が海岸から約
5km、海抜約55mの高台に位置すること
から、敷地に到達しないと確認されました。
　竜巻対策では、最大風速100m/sを想定
し、冷却塔や屋外ダクトといった安全上重要
な施設の周囲に飛来物防護ネット・防護板を
設置します。このほか、火災・爆発対策や火山
対策なども追加で実施します。
　加えて、発生する可能性は非常に低いもの
の、従来の安全対策が機能せず、周辺に放射
性物質を大量に放出するおそれがある「重大
事故」の対策にも取り組みます。例えば、タ
ンクの冷却機能が失われて高レベル放射性
廃液が沸騰・蒸発し、外部に漏えいする「蒸発
乾固」事故に対しては、汚染された蒸気を
冷やして液体に戻して回収する「凝縮器」の
設置などを行います。また、事故時に対策
要員が活動するための「緊急時対策建屋」の
建設なども進めています。

　安全性向上対策工事は現時点で準備工事
などを進めており、本格化はこれからになり
ます。事業変更許可を踏まえて、工事の詳細
設計に当たる「設計・工事計画認可（設工認）」
の審査を受ける必要があるためです。
　設工認の申請対象施設は膨大な量になる
ため、原子力規制委員会ではそれらの施設を
類型化したうえで、代表的なものを審査する
方針です。対象施設を明確化・類型化するよう
指示を受けた日本原燃では、4回に分けて

設工認の申請を行う計画です。
　また、各工事の物量や工程を精査した結果、
工場の竣工時期を1年繰り延べ、2022年度
上期としました。今後の約2年間で安全性向上
対策を確実に実施することに加え、運転員の
技術力維持・向上や、機器の立ち上げに向け
た保全作業などに取り組み、高い安全性を
有した再処理工場の竣工・操業を目指します。

竣工に向けた取り組み

　日本原燃の他のサイクル関連施設でも
新規制基準適合性審査が進められています。
8月には、海外から返還された高レベル放射
性廃棄物のガラス固化体を一時保管する「高
レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター」が
事業変更許可を受けました。再処理工場と、
2017年に許可を受けたウラン濃縮工場に
続き3件目の合格となります。
　再処理工場で取り出したウランとプルト
ニウムからMOX（ウラン・プルトニウム混合
酸化物）燃料を製造する「MOX燃料工場」に
ついては、10月に原子力規制委員会より事実
上の合格証にあたる「審査書案」が了承され
ました。
　また、比較的放射能濃度が低い「L2」廃棄
物を埋設処分する「低レベル放射性廃棄物
埋設センター」については、既存の1、2号
埋設施設と3号施設の増設について審査が
進んでいるところです。

その他施設も着実に進捗

提供：日本原燃

飛来物防護板を設置
するための準備工事を
行っている主排気塔
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　最近、北海道寿都町や神恵内村において、高レベル放射性廃棄物の最終処分
事業の「文献調査」に関する動きが出てきました。これをきっかけに最終処分
とはどういうものか、関心を持たれた方もいると思います。そこで、高レベル
放射性廃棄物の最終処分とは何か、今号と次号の2回に分けて解説します。

　日本で推進している原子燃料サイクル
（2ページ参照）では、原子力発電所から
出た使用済燃料を再処理し、ウランやプ
ルトニウムを取り出して燃料として再利
用します。重量にして95％はこの方法で
リサイクルできます。一方、5％は放射能レ
ベルの高い廃液として残ってしまうため、
安全な方法で処分しなければなりません。
　この廃液を処分しやすいよう加工して
「ガラス固化体」にしたものが高レベル
放射性廃棄物、いわゆる「原子力発電の
ごみ」です。ガラス固化体にはウランや
プルトニウムはほとんど残っておらず、化
学的にも安定しているため、爆発などの

心配もなく保管しておくことができます。
　また、直接処分する場合に比べ、天然
ウラン並の有害度（人が体内に放射性
物質を直接取り込んだと仮定した潜在
的な有害度）になるまでの期間を約12分
の1（約10万年→約8千年）に短縮する
メリットもあります。これらをどのように
安全に処分するか、これまで原子力発電
の恩恵を受けてきた私たちがしっかり
道筋をつけなければなりません。

放射性物質をガラス
の網目構造の中に
取り込む
水に溶けにくい

放射能レベルが高
い期間、地下水を
ガラス固化体に触
れにくくする

水を容易に通さない
放射性物質を吸着
し移動を遅らせる
周囲からの影響を
緩和する

地下水の流れが遅い
放射性物質を吸着
し移動を遅らせる
地上の人間や自然
環境から隔離する

地
下
３
０
０
メ
ー
ト
ル
以
深

人工バリア 天然バリア 多重バリアシステム

ガラス

岩盤キャニスタ
（ステンレス）

ガラス固化体 オーバーパック
（金属製の容器）

緩衝材
（締め固めた粘土） 岩 盤

地層処分施設

高レベル放射性廃棄物とは

なぜ地層処分なのか

高レベル放射性廃棄物の地層処分の方法
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すっつ かもえない
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　地層処分に適さない地点としては、近くに
火山や活断層がある場所や、石油や石炭と
いった地下資源があって将来的に掘削される
かもしれない場所などが挙げられます。地震
や火山が多い日本には適した場所などない
のではと疑問に思われるかもしれませんが、
調査研究の結果、地下深部には今後10万年
にわたって安定していると評価される地層
が広がっていることがわかっています。
　2017年には、既存のデータから各地の地層
処分への適性をおおまかに示した「科学的

　エネルギーについて
身近な話題から紹介
している特設サイト
「Concent」内では、
編集部員「Conちゃん」
がNUMO職員の方に
最終処分について
わかりやすく解説していただいているインタビューを
掲載しています。こちらも併せてご覧ください。

特性マップ」が政府から公表されました。最終
的に処分地を決めるにはより詳しい調査が
必要ですが、このマップを手掛かりに多くの
人に関心と理解を深めてもらい、最終処分に
ついて話し合っていきたいという考えです。

地層処分に適した場所は？
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「原子力発電のごみの最終処分」って何？
専門家に突撃インタビュー（前編）

高レベル放射性廃棄物の処分場って
どこにつくるの？
専門家に突撃インタビュー（後編）

資源エネルギー庁「科学的特性マップ」をもとに作成

好ましくない特性があると推定
される地域
（地下深部の長期安定性等の観点）

好ましくない特性があると推定
される地域
（将来の掘削可能性の観点）

好ましい特性が確認できる可能
性が相対的に高い地域
輸送面でも好ましい地域

凡例

科学的特性マップ
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1997年大阪大学工学研究科原子力工学専攻博士前期課程修了。
阪大准教授などを経て2019年4月より現職。専門は材料科学・
原子力工学。核燃料・原子炉材料の物性評価や熱電変換材料の
開発を中心に研究している。

使用済燃料の再処理や高レベル放射性廃棄物
の最終処分など、原子燃料サイクルを取り巻く
さまざまな取り組みが動き出しています。では
なぜ、日本にとって原子燃料サイクルが重要で、
これからどのように進めていけばよいのでしょ
うか。サイクルについて詳しい黒﨑健先生にお話
を伺いました。

ケ所再処理工場が新規制基準に合格した
のは、日本原燃のこれまでの努力が実った

ものといえます。一方で当初計画より大幅に遅れ
たことは事実で、今後はその間どのようなことを
してきたかきちんと説明しながら、運転開始まで
着実に進めてほしいと思います。
　再処理を含む原子燃料サイクルが日本において
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は資源の有効活用。原子力発電所から出る使用
済燃料はただのごみではなく、まだ使える燃料が
多く残っています。エネルギー自給率の低い日本
では、そうした燃料を再利用していくことが必須
といえます。二つ目は、再処理によって高レベル
放射性廃棄物の量を減らしたり、有害度を下げら
れるということ。三つ目は、使用済燃料中のプル
トニウムを燃料として使うことで、プルトニウム
保有量をこれ以上増やさないようにできること
が挙げられます。
　サイクルの確立に向けて、再処理工場の次は
MOX（ウラン・プルトニウム混合酸化物）燃料工場
の稼働を目指します。それによって、軽水炉でMOX
燃料を使用するプルサーマルのサイクルが完成

します。さらに将来的には、プルトニウムをより
積極的に燃料として活用する高速炉サイクルが
目標となります。
　ただし、サイクルを進めるうえで前提となる
のが、使用済燃料の中間貯蔵と高レベル放射性
廃棄物の最終処分です。ここをあいまいなままに
しておくことはできません。ちょうどいま、北海道
の自治体で最終処分の文献調査に関する動きが
出てきており、私も注目しています。
　地層処分という最終処分の方法については、
技術的にほぼ確立されており、客観的に最も実現
性の高い方法として、日本だけでなく世界の専門家
の間で見解が一致しています。さらに一般に理解を
広げていくには、正確な数字と根拠に基づく情報
を発信することと、関係各所が着実に実績を積み
重ねて信頼を得ることが必要です。また、スウェー
デンやフィンランドなど先行して地層処分を採用
し、検討を進めている国もあります。そうした事例
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ついても良く知って比較することが肝心です。将来
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ですが、できるだけ軽く、納得できる形で残せる
よう考えることが大切ではないでしょうか。

六

（2020年10月2日インタビュー）

　日本で原子力発電の商業利用が始まる
4年前の1962年から、最終処分をどう
するかの検討が行われてきました。その

結果、高レベル放射性廃棄物は「地層処分」
することが国で決定されました。地層処分は
原子力発電環境整備機構（NUMO）が主体と
なって進められます。
　地層処分ではガラス固化体を金属製容器
や緩衝材で覆い、地下300mより深い安定的
な地層中に埋設します。地下深くの岩盤内は
①酸素が少ないため錆びるなどの化学変化
が起きにくく、ものが変化しにくいので、埋設
物がそのままの状態であり続ける②地下水
の流れが遅いので、ものの動きが非常に遅い
③人間の生活環境や地上の自然環境から影響
を受けにくい　　といった利点があります。
　高レベル放射性廃棄物を地上の施設で管
理し続けるのは現実的ではありません。最終
処分は、人間の生活環境から十分に離れ、
自然災害など外部からの影響を受けにくい
場所で、また将来世代に管理の負担をできる
限り残さない方法で行うことが重要です。
　こうした条件を踏まえ、宇宙や海底への
処分などさまざまな方法が検討されてきま
したが、現在では地層処分が最適な方法で
あるという認識が世界的に共有されています。
実際に、地層処分の処分場建設が始まって
いるフィンランドなど、日本より先行して
進んでいる国もあります。
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電力各社からの応援派遣

会 社 復旧要員高圧
発電機車

32名7台北海道電力ネットワーク

70名8台東北電力ネットワーク

44名10台東京電力パワーグリッド

104名10台中部電力パワーグリッド

76名8台北陸電力送配電

36名10台関西電力送配電

※工事会社を含む

362名合 計 53台

　特に甚大な被害をもたらした台風10号は特別
警報級まで発達しなかったものの、2020年9月
6日から7日にかけて非常に強い勢力で九州に
接近。九州電力送配電エリアを中心に、中国電力
ネットワーク、四国電力送配電、沖縄電力の各
エリアで大規模な停電が発生しました。
　ほぼ全域が暴風圏に入った九州電力送配電
エリアでは、強風により電柱の折損、電線の断線
や混線が発生し、鹿児島県や長崎県を中心に
停電件数が最大で約47万6千戸（7日午前6時
時点）に及びました。
　今回の停電復旧対応に当たり、電力各社は被災
会社からの要請を受ける前に自発的に応援派遣
の準備を行いました。台風の影響が想定された
中国、四国、沖縄を除いた全国の一般送配電
事業者6社（北海道電力ネットワーク、東北電力
ネットワーク、東京電力パワーグリッド、中部電力
パワーグリッド、北陸電力送配電、関西電力送
配電）が、台風の接近前から九州エリアへ合計
362人の対応要員や合計53台の高圧発電機車を
順次応援派遣するなど、早期復旧に向けた取り
組みを行い、被害が最も大きかった九州エリア
でも、9月9日までに送電の復旧を全て完了して
います。
　一般送配電事業者は、昨年の台風15号などの
教訓を踏まえた6月のエネルギー供給強靱化法

成立に際し、事業者間や関係機関との連携体制
を強化する「災害時連携計画」を共同で策定し、
7月に国に届け出を行いました。
　これにより、事業者間だけでなく自治体など
とも事前に協定を結び、緊密に連携しながら復旧
に当たっています。
　私ども電気事業者にとりまして、「電力の安定
供給」は最大の使命です。安定供給や停電の早期
復旧につきましては、引き続き電力各社間でしっ
かりと協力し、お客さまに安定した電気をお届け
できるよう、全力で取り組んでまいる所存です。

配電線復旧作業の様子

　9月上旬に相次いで被害をもたらした「台風9号」「台風
10号」の影響で、お亡くなりになられた方々に心より哀悼
の意を表しますとともに、ご遺族と被災されたみなさまに
心よりお見舞いを申し上げます。
　また、電力設備が被害を受けたことにより西日本の広い
エリアで多数の停電が発生し、お客さまに大変なご迷惑と
ご不便をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。

提供：電気新聞
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竣工に向け建設工事が進む日本原燃・原子燃料サイクル施設の全景

表紙写真

提供：日本原燃（2019年7月撮影）

　停電・災害情報を発信する
専用のアカウントを開設して
います。
　台風や地震などによる停電
情報、設備状況等について発信
しておりますので、ぜひご覧
いただくとともに、フォローを
お願いいたします。

電気事業連合会（停電・災害情報） @denjiren_saigai

https://twitter.com/denjiren_saigai

Twitterで

停電・災害関連情報を
発信しています


